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外国語教育推進室長

岩井　宏

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
―

関係する計
画、通知等

小学校学習指導要領（平成20年3月28日文部科学省告
示）
教育振興基本計画（平成２０年７月１日 閣議決定）

事業番号 ００５４

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　( 文部科学省 )

予算事業名
英語教育改善のための一貫した教育システムの
構築

事業開始
年度

平成21年度 作成責任者

会計区分 一般会計 上位政策 確かな学力の育成

担当部局庁

22年度 23年度要求

予算額(補正後）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　平成23年度から小学校第5・6学年に週1単位時間の外国語活動が導入されるが、外国語教育の開始学年や授業時数、教
科化等の今後の方向性について課題は多い。本事業においては、英語教育改善のための一貫した教育システムを検討す
るに当たって必要なデータを収集するため、現行の教育課程の基準によらない外国語教育を行う小中高等学校等を指定・
支援し、次期学習指導要領の改訂に向けた調査研究を行う。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　学校教育法施行規則第55条等に基づき、現行の基準によらない教育課程の編成・実施を認める研究開発学校制度であ
り、小学校における英語教育の在り方等、英語教育改善のための一貫した教育システムを検討するに当たって必要なデー
タ収集を行うため、外国語教育の低年齢化、授業時数増等を行う小・中学校及び先進的な英語教育を行う高等学校等の指
定・支援を行うものである。
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実施状況
　小学校における英語教育の開始学年、授業時数、教科化及び小中連携等英語教育改善のための一貫した教育システム
の構築に当たって必要となるデータ収集のための研究を実施する８１件（小学校123校、中学校66校、高等学校45校）を指定
し、小中高等学校234校において研究を実施。

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度

― 70.7%

－― 0

執行額 ― ― 229

執行率 ―

総事業費(執行ベース) ― ― 229

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

　この事業については、行政刷新会議の事業仕分けの結果を受け、平成２１年度限りで廃止となった。

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

　実地調査（１５箇所）を行うとともに、受託機関から事業実施報告書及び事業完了報告書の提出を受け、具体的な事業の
実施状況及び経費の執行状況を把握している。

見直しの
余地

　本事業については、行政刷新会議の事業仕分けの結果を受け、平成21年度限りで廃止となった。



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

 文部科学省
（229百万円）

Ｂ．「英語教育改善のための調査研究
事業に関するアンケート調査」請負：2.3
百万円
株式会社工業市場研究所

Ｃ．「諸外国における外国語教育の実施状況
調査」請負：6.8百万円
ワールドインテリジェンスパートナーズジャパン
株式会社

英語教育改善のための調査研究事
業の成果を測るために、調査研究校
として指定をしている小学校の児童
及び教員に対してアンケート調査を
実施。

諸謝金　　　　0．2百万円
職員旅費 　　0．5百万円
委員等旅費　  　1百万円
庁費　　　　　　0．3百万円

を含む

公募・委託

一般競争・請負

一般競争・請負

「英語教育改善のための調査研究事業」委託費：212.2百万円
都道府県教育委員会等　全49機関

Ｅ．「英語教育改善のための調査研究事業」再委託費：122.5百万
円
市町村等　全31機関

Ａ．「新学習指導要領に対応した外国
語活動及び外国語科の授業実践事
例映像資料の作成」請負：5.9百万円
株式会社オフィスてら

新学習指導要領の実施に向けて，
具体的な授業の在り方の実践事例
の提供のため，外国語活動等の授
業の優良実践事例を映像資料とし
て収集し、編集、作成。

今後の外国語教育の振興等のた
め、諸外国における外国語教育の
実施状況に関して，文献及び実地
調査を実施。

一般競争・請負

再委託

（埼玉県の例）
文部科学省

Ｄ．埼玉県教育委員会
22.1百万円

Ｅ．深谷市教育委員
会

8.1百万円

行田市教育委員会
6.7百万円

戸田市教育委員会
4.9百万円

　各市町村で外国語教育の低学年化、授業時数増等を行う小・中学
校で事業の実施。

再委託：全３教育委員会　19.7百万円

英語教育改善のための一貫した教育システムを検討す
るに当たって必要なデータ収集を行うため、外国語教育
の低学年化、授業時数増等を行う小・中学校及び先進的
な英語教育を行う高等学校等の指定・支援等を行う。

各市町村の小・中学校で外国語教育の低学年化、授業時数増等に関する事業の
実施。

Ｄ．都道府県教育委員会　全23機関
158百万円

Ｆ．県教育委員会等　全26機関
54百万円

都道府県内の小・中学校におい
て外国語教育の低学年化、授業
時数増等に関する事業の実施。

県内等の小・中・高等学校におい
て外国語教育の低学年化、授業
時数増等に関する事業の実施。

再委託
再委託再委託



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

A．株式会社オフィスてら Ｅ．深谷市教育委員会

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

請負 資料の作成等に係る経費 5.9 諸謝金 講師謝金等 6.3

図書購入費

消耗品費
ケント紙、トナーカートリッジ、クリ
アーホルダー他

0.8

教材用図書等 0.6

深谷市英語教育ガイドブック作成費 0.2

講師旅費、学校視察旅費等 0.1旅費

印刷製本費

借損料 研究協議会会場借損料 0.1

8.1計 5.9 計

B．株式会社工業市場研究所 Ｆ．三重県教育委員会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

諸謝金

請負 アンケート調査に係る経費 2.3 雑役務費 受講料等 1.8

講師謝金等 1.0

講師旅費等 1.0

教材用図書等 0.5図書購入費

旅費

消耗品費等

借損料 バス借上代 0.4

クリヤーブック、切手他 0.4

資料・報告書印刷費等 0.3印刷製本費

金　額
(百万円）

費　目

5.4

Ｃ．ワールドインテリジェンスパートナーズジャパン株式会社

計 2.3 計

使　途
金　額

(百万円）

請負
外国語教育の状況調査に係る経
費

6.8

費　目 使　途

計 6.8 計

Ｄ．埼玉県教育委員会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

図書購入費 教材用図書等 0.7

再委託費 市町村への再委託費 19.7

消耗品費 ＣＤ-Ｒ、乾電池、賞状用紙他

諸謝金 講師謝金等 0.5

0.6

印刷製本費 報告書印刷費等 0.2

旅費 講師旅費等 0.4

計 22.1 計



参考１

事業名：Ｄ．英語教育改善のための調査研究委託事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10
・
・
・

合計

事業名：Ｆ．英語教育改善のための調査研究委託事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10
・
・
・

合計 54.0

千葉市教育委員会 2.0

その他 23.5

岩手県教育委員会 2.2

香川県教育委員会 2.0

神戸市教育委員会 2.4

仙台市教育委員会 2.2

国立大学法人兵庫教育大学 3.2

学校法人富山国際学園 2.5

京都市教育委員会 5.3

国立大学法人福岡教育大学 3.3

支出先 支出額（百万円）

三重県教育委員会 5.4

158.0

6.9

栃木県知事教育委員会 6.7

大分県知事教育委員会 6.1

12.4

千葉県教育委員会 11.3

その他 51.7

岡山県知事教育委員会 9.1

京都府教育委員会 6.9

東京都教育委員会

鹿児島県教育委員会 9.9

「複数支出先ブロック」の支出先一覧（上位１０機関）

支出先 支出額（百万円）

埼玉県教育委員会 22.1

徳島県教育委員会 14.9

北海道教育委員会
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